要領１の別添４

様式２

番　　　　　号
年　　月　　日

国土交通省港湾局長
　○○　○○○　殿

住 　　　 所　　 　　　　　　　
氏名又は名称　　 　　　　　　印


国際クルーズ旅客受入機能高度化事業　事業計画変更の申請書


　国際クルーズ旅客受入機能高度化事業の事業計画について計画変更して実施したいので、別添のとおり関係書類を添えて申請いたします。


記


1． 計画名
○○○○事業計画


2． 変更後の事業計画
別添のとおり


３．採択済みの事業計画
　　別添のとおり


様式２の別添

申請日（記入日）　　　　年　　月　　日


国際クルーズ旅客受入機能高度化事業　事業計画（変更）


1． 計画名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

2． 対象港湾
	港湾名・地区名
	



3． 策定者
	策定者名
	

	事　務
連絡先
	所属・役職名
	

	
	担当者名
	

	
	住所
	〒　　　－

	
	電話・FAX
	

	
	E-mail
	


注１：共同策定者がある場合、欄を追加して記入して下さい。

4． 計画期間
	着工予定時期
	令和（　　）年（　　）月頃

	計画期間
	令和（　　）年（　　）月頃～令和（　　）年（　　）月頃





5． 事業概要
＜現状課題（事業計画の変更を要する理由を含む）＞



＜対応方針・目標（変更内容を含む）＞


＜対象事業＞
	補助対象経費の
区分
	①旅客上屋等ありの港湾
□旅客上屋等の改修に係る経費
□屋根付き通路（照明設備を含む）の整備にかかる経費
②旅客上屋等なしの港湾
□旅客待合所等（テント等）
□便所設備
□熱中症対策設備

	補助対象施設
	名　称：

	
	住　所：


なお、以下の図面を添付して下さい。
　・事業実施箇所の図面（変更箇所を明記）


6． 工程表（当初工程及び変更後工程）
	項　　　目
	工　　程

	
	令和
4年度
	令和
5年度
	令和
6年度 
	令和
7年度
	令和
8年度以降

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	全体工程
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注１）詳細の事業工程表を添付すること。

7． 概算事業費（上段：変更後、下段：変更前）
	項　　　目
	概算事業費（千円）
	合　計
（千円）

	
	令和
4年度
	令和
5年度
	令和
6年度 
	令和
7年度
	令和
8年度
以降
	

	本工事費
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	附帯工事費
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	測量設計費
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	補償費
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	物品購入費
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合計（千円）
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	



＜他の補助事業の適用がある場合＞
	事業名称等
	





8． 事業効果（計画の変更による効果を含む）
1） 目標指標（KPI）


2） 事業の効果とKPIとの関係性





3） 計画の変更による効果への影響








9． 対象港湾におけるクルーズ船誘致に関する取組実績
対象港湾におけるクルーズ船誘致に関する取組として、以下がある。（該当にチェック）
　□対象港湾が国際旅客船拠点形成港湾に指定されている。
　□策定者もしくは対象港湾の港湾管理者が「全国クルーズ活性化会議」の会員である。
＜「全国クルーズ活性化会議」に関係する取組＞
　　　





□策定者もしくは対象港湾の港湾管理者が商談会への参加や船社訪問を実施している。
＜商談会への参加や船社訪問の実績＞


□その他クルーズ船誘致に向けた独自の取組や工夫を行っている。
＜具体的な取組内容＞



10． その他補足すべき事項等


